
 

 

次の各場面で、男女の地位は

平等になっているかという質

問に対して、「平等」と答えた

人の割合が多い順に並べると、

「学校教育の場」61.2％、「自

治会やＰＴＡなどの地域活動

の場」46.5％、「家庭生活」

45.5％、「法律や制度上」

39.7％、「職場」30.7％、「社会

通念・習慣・しきたりなど」

22.6％、「政治の場」14.4％と

なっています。 

特に、「職場」について具体

的な内訳をみてみると、「男性

優遇」との回答割合は 53.5％、

「平等」は 30.7％、「女性優遇」

は 5.0％、また「わからない」

と回答した人が 10.9％いま

す。年齢別でみると、「男性優

遇」との回答割合は 30 歳代が

多く、「平等」との回答は 18～

29 歳・50 歳代でそれぞれ高く

なっています。 

 

◆女性が職業を持つことに対

する意識 

女性が職業を持つことにつ

いてどう考えるかという質問

には、「結婚するまでは職業を

持つほうがよい」との回答割合

は 4.8％、「子供ができるまで

は職業を持つほうがよい」が

6.5％、「子供ができてもずっと

職業を持つほうがよい」が

61％、「子供ができたら職業を

やめ、大きくなったら再び職業

を持つほうがよい」は 20.3％

となっています。 

「子供ができても、ずっと職 

業を持つほうがよい」との回

答割合は、女性が多く、特に 50

～59 歳代は 71.4％と最も高い

割合を示しています。 

 

◆社会全体における男女の地

位の平等感 

社会全体でみた場合、「男性

優遇」との回答割合は 74.1％、

「平等」は 21.2％、「女性優遇」

にいたってはわずか 3.1％と

いう結果がでています。 

女性は「男性優遇」、男性は

「平等」と回答する割合が高く

なっています。 

男女平等社会が叫ばれて久

しいですが、法制度や組織な

ど、整備されつつあるように思

えても、実際にはまだ「男性優

遇」と感じている国民が圧倒的

に多いということが、この調査

結果で浮き彫りになっていま

す。 

ダイバーシティを意識した

社会作りが進められています

が、全国民の意識が変わるのに

はまだ時間がかかりそうです。 

【総務省「男女共同参画社会に

関する世論調査の概要」】 

 

12 月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 

 
10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別

徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取 

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴

収税額の納付［郵便局また

は銀行］ 

 

31 日 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・

納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇

用保険の被保険者でない

場合）＜雇入れ・離職の翌

月末日＞［公共職業安定

所］ 

○ 固定資産税・都市計画税の

納付＜第 3 期＞［郵便局ま

たは銀行］ 

※都・市町村によっては異

なる月の場合がある。 

 

本年最後の給料の支払を受け

る日の前日まで 

○ 年末調整による源泉徴収

所得税の不足額徴収繰延

承認申請書の提出［給与の

支払者（所轄税務署）］ 

○ 給与所得者の保険料控除

申告書、給与所得者の配偶

者控除等申告書、 

住宅借入金等特別控除申

告書の提出［給与の支払者

（所轄税務署）］ 

36 協定の特別条項は、通常予

見できない業務量の大幅増加

等の場合に限り、前記の限度時

間を超えて働かせても法違反

とならない免罰効果を有する

定めですが、上限規制により、

法定の時間を超えると 6 か月

以下の懲役または 30 万円以下

の罰金に処せられます。 

 集中的施策パッケージでは、

時間外労働時間を月 80 時間超

とする特別条項付き 36 協定を

届け出た事業場に対する説明

会の開催、不参加事業場への個

別訪問等を実施して、上限規制

への対応を求めています。 

 

◆提出前にチェックを受けま

しょう 

 来年 4 月 1 日以降を始期と

する 36 協定届は新様式にて作

成します。新様式には、上限規

制について、時間外労働時間に

係るものと時間外・休日労働時

間の両方に係るもののいずれ

をもクリアしている内容を記

載しなければなりません。 

 また、新設されたチェックボ

ックスへのチェック漏れがあ

るとその場で修正する「補正」

ではなく「再提出」扱いとなっ

てしまう等、記入上の注意点が

複数あります。 

 さらに、従業員代表者が不適

格と判断される等により 36 協

定そのものが無効になってし 

まうと、時間外・休日労働を行

わせること自体が違法行為と

なります。 

来年度の 36 協定届の作成

と提出では、「年中行事の 1

つ」との楽観視はせずに、監督

署に提出する前に専門家のチ

ェックを受けることをお勧め

します。 

 

男女の地位はどれほど平

等か～男女共同参画社会

に関する世論調査より 

 
内閣府は、全国の市区町村

に居住する満18歳以上の日本

国籍を有する者に対して様々

な世論調査を行っています。

今回は、男女共同参画社会に

関する意識について、令和元

年９月に出た調査結果の一部

をまとめます。 

注）本記事では、以下のように

略します。 

・男性優遇＝「男性のほうが非

常に優遇されている」＋「ど

ちらかというと男性のほう

が優遇されている」 

・女性優遇＝「女性のほうが非

常に優遇されている」+「ど

ちらかというと女性のほう

が優遇されている」 

 

◆各場面での男女の地位の平

等感 

進めていますか？３６協

定締結＆作成 
 

◆「時間外労働の上限規制」が

いよいよ中小企業にも適用 

 来年４月１日から中小企業

でも時間外労働は原則「１か月

45 時間」「１年 360 時間」とさ

れ、36 協定で特別条項を定め

た場合も法定の上限を超える

と罰則の対象となる「時間外労

働の上限規制」が適用されま

す。 

 厚生労働省では、この適用に

向けて、今年度下半期を集中的

施策パッケージの実施期間と

位置づけ、主に次のような取組

みを行っています。 

 

◆36 協定未届事業場への案内

文の送付 

 厚生労働省では、今年度より

36 協定未届で労働者数が 10

人以上の事業場等に「自主点検

表」を送付し、提出を求めるだ

けでなく個別訪問等も実施し

ています。 

集中的施策パッケージでは、

この自主点検により把握した

36 協定の届出が必要と考えら

れる事業場に対し、案内文を送

付しています。 

 

◆特別条項締結事業場への集

中対応 
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